（別紙１）
令和　　年　　月　　日

参　加　意　思　確　認　書


　岡山県知事　伊 原 木　隆　太　殿

　　　　　　　　　　　　　提出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人代表者　職・氏名　　　　　　　　　


　公示５の応募要件を満たしており、令和８年度に実施される岡山県地域生活支援社会参加促進事業を受託したいので、企画提案への参加意思確認書を提出します。

①　岡山県内に主たる事務所と活動基盤をもつ、障害のある人の自立支援や社会参加の推進を目的として活動している一般社団法人及び一般財団法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人等であり、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当するものでないこと。

　　　住　所
　　　法人名
    　法人の種類・監督官庁

②　当該事業を実施するにあたって、全県レベルで身体に障害のある人の実情等に精通し、障害のある人の個々のニーズに応じたきめ細やかなサービスを提供できる体制を有している。

　　　体制の状況（人員、資格等を含む。）について具体的に記載すること。

③　過去３年間に３回以上、身体に障害のある人に対する事業等について、県又は県の外郭団体との契約実績があり、誠実に履行していること。
　　　契約の相手方、契約年月日、契約内容を全ての契約について記載すること。
　　　ただし、７回以上ある場合は、７回目以降を「その他○○回」として記載す　　　　ること。

（いずれかに○を付けること。）
　　ａ　全て誠実に履行している。

　　ｂ　契約不履行（不誠実な履行）により、契約解除、支払保留等の措置を受けたことがある。
